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新耐震指針及び新潟県中越沖地震を踏まえた
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原子力安全・保安院

１．新耐震設計審査指針の概要と

それを踏まえた対応

２．新潟県中越沖地震を踏まえた

原子力発電所等の耐震安全性の確認

本日のご説明内容
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原子力安全・保安院

１．新耐震設計指針の概要と
それを踏まえた対応について
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原子力安全・保安院

最近の地震学や耐震工学の成果など最新の知見を取り入れて、
発電用原子炉施設の耐震安全性及びその信頼性等のより一層
の向上を目指すもの。

改訂の目的

平成１３年７月～原子力安全委員会の

耐震指針検討分科会で審議
平成１８年４月 新耐震指針原案作成
平成１８年５月 パブリックコメント
平成１８年８月 新耐震指針修正案作成
平成１８年９月 新耐震指針決定

改訂の経緯

改訂の目的及び経緯



原子力安全・保安院

・考慮すべき活断層の活動時期の範囲
：５万年前以降

・マグニチュード６．５の「直下地震」の想定

・文献調査、空中写真判読、現地調査
等による活断層調査を実施

・水平方向について、基準地震動を策
定し、動的地震力を適用

・地震規模と震源からの距離に基づき
経験式による地震動評価（応答スペク
トル評価式）

・水平方向に加え鉛直方向についても、
基準地震動を策定し、動的地震力を適
用

・応答スペクトル評価式に加え、地震発
生メカニズムを詳細にモデル化できる
断層モデルを地震動評価手法として全
面的に採用

・従来の調査に加え、不明瞭な活断層を
見逃さないよう、変動地形学的手法等を
用いた総合的な活断層調査を実施

・考慮すべき活断層の活動時期の範囲
：１２～１３万年前以降に拡大

・マグニチュード６．５の直下地震に代
えて、国内外の観測記録を基に、より
厳しい「震源を特定せず策定する地震
動」を設定

最新知見を考慮した基準地震動の策定を要求

旧指針 新指針

より厳しい水準

より入念な調査

より高度な手法

新耐震設計審査指針のポイント
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原子力安全・保安院

新 指 針旧指針

過去５万年前以降に活
動した活断層

過去５万年前以降に活
動した活断層

過去約１３万年前以降
に活動した活断層

過去約１３万年前以降
に活動した活断層

○設計に用いる活断層をより古い年代まで拡大

（後期更新世以降の活動が否定
できないもの）

より厳しい水準

新耐震設計審査指針のポイント
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原子力安全・保安院

直下地震の地震動
（マグニチュード６．５）

震源を特定せず策定する地震動

新指針旧指針
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○直下地震に替えて、より厳しい地震動を設定

より厳しい水準

新耐震設計審査指針のポイント
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原子力安全・保安院

新 指 針旧指針

・安全注入系など

・原子炉格納容器
・制御棒など

・廃棄物処理設備

など

・発電機など

・原子炉圧力容器

Sｸﾗｽ

Cｸﾗｽ

A→Asへの格上げ
Aｸﾗｽ

Asｸﾗｽ

Bｸﾗｽ

Cｸﾗｽ

Bｸﾗｽ

より厳しい水準

○耐震重要度の分類を格上げ。

新耐震設計審査指針のポイント
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原子力安全・保安院

より入念な調査

●敷地周辺のうち、特に敷地に近い範囲（敷地近傍）について、
より詳細な調査を実施。

●調査手法として新たに変動地形学的調査、地球物理学的調査
の追記。

○原子力発電所に大きな影響を及ぼす可能性がある不

明瞭な活断層等を見逃さないように、地質構造（活断

層、活褶曲他）等について詳細かつ総合的な調査を要

求。

新耐震設計審査指針のポイント
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原子力安全・保安院

鉛
直
方
向
解
析

水
平
方
向
解
析

応答解析解析モデル○重要設備は水平と鉛
直方向を動的解析。

基準地震動Ｓs

水平方向地震動

鉛直方向地震動

原子炉建屋の耐震解析 （ＢＷＲの例）

機器・配管の耐震解析

原子炉建屋

原子炉格納容器

原子炉圧力容器

原子炉本体基礎
及び原子炉遮へい壁

原子炉建屋基礎

揺れの大きさ

応答スペクトル（水平、鉛直）

配管の解析に用い
る揺れ

配管据付位置の
基準地震動による
揺れの最大値

原子炉遮へい壁

原子炉圧力容器

原子炉格納容器

原子炉建屋

原子炉建屋基礎

原子炉遮へい壁

原子炉本体基礎

新耐震設計審査指針のポイント

より高度な手法
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原子力安全・保安院

新 指 針旧指針

○「断層モデル」による地震動評価を要求

点震源による経験的評価
（応答スペクトル）

点震源による経験的評価
（応答スペクトル）

断層モデルによる
詳細な評価

＋
地震規模と震源からの
距離に基づき

経験式により地震動評価

（地震発生メカニズムを詳細にモデル化）

より高度な手法

新耐震設計審査指針のポイント
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原子力安全・保安院

施設の周辺斜面の崩壊等による安全機能への影響

○地震時に施設の周辺斜面が、施設の安全機能に重大な影響を与える
ような崩壊を起こさないことを確認。

地震随伴事象
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原子力安全・保安院

津波による施設の安全機能への影響
○供用期間中に極めてまれではあるが、発生する可能
性があると想定することが適切な津波について、安全
機能が重大な影響を受けるおそれがないことを確認。

○過去の津波調査や、想定津波のシミユレーションなど
により、海面上昇と下降量などを推定し、安全性を確
認。

取水槽

原子炉建物

満潮時の水位

津波の最高水位

干潮時の水位

津波の最低水位 取水槽

ポンプ

地震随伴事象
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原子力安全・保安院

既設（工事中を含む）の発電用原子炉施設

◆新耐震指針は、最近の地震学や耐震工学の成果に立脚
一層の耐震安全性の向上

新耐震指針に照らした耐震安全性評価（バックチェック）が重要

新耐震設計審査指針への対応

●バックチェック手法、確認基準の策定

●バックチェックを指示（平成１８年９月２０日）

●事業者の評価結果報告（～平成２１年１２月）
保安院として厳正に妥当性を確認していく

●事業者の評価結果中間報告（～平成２０年３月）
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原子力安全・保安院

各種調査
（断層位置・長さ等）

原子炉建屋基礎地盤の
安定性評価

地震随伴事象に対する考慮
（周辺斜面の安定性）

耐震設計上重要な建物・構築物
の耐震安全性評価

耐震設計上重要な機器・配管系
の耐震安全性評価

屋外重要土木構造物の
耐震安全性評価

基準地震動Ｓｓの策定

施設等の耐震安全性評価

地震随伴事象に対する考慮
（津波に対する安全性）

検討用地震の選定

応答スペクトルに基づく
手法による地震動評価

断層モデルを用いた
手法による地震動評価

震源を特定せず策定する地震動

基準地震動Ｓｓ

敷地ごとに震源を特定して策定する地震動

【参考】 バックチェックの全体フロー（例）
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原子力安全・保安院

２．新潟県中越沖地震を踏まえた
原子力発電所等の耐震安全性の確認
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原子力安全・保安院
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○原子力発電所等について、柏崎刈羽原子力発電所において観測された地震と同様の地震を

想定した影響評価を実施。その結果について、平成１９年９月２０日に各事業者から報告。

○すべての原子力発電所等について「止める」、「冷やす」、「閉じ込める」といった安全機能が

維持されることを確認。四国電力㈱伊方発電所については、１～３号機について確認。

－

○－1以下原子炉格納容器：⑦

○1以下制御棒（挿入性）：①,④,⑨

○2.811.01原子炉建屋（外周壁）：⑧

○－1以下余熱除去設備配管：②

○10以上1.58余熱除去ポンプ：③

○－1以下一次冷却材管：⑥

○－1以下炉内構造物：⑤

○－1以下蒸気発生器：⑥

○－1以下原子炉容器：⑤

判定施設余裕＊２スペクトル比＊１対象施設

伊方発電所１号機と柏崎刈羽原子力発電所１,４号機の
基礎版上の床応答スペクトルの比較（減衰定数５％）

概略影響検討結果（伊方発電所１号機の例）

*1 検討対象施設の固有周期における、「柏崎刈羽原子力発電所で観測
された地震動による応答加速度/伊方発電所１号機の基準地震動S2に

よる応答加速度」を示す。

*2 検討対象施設の基準地震動S2における「許容値/応答値」を示す。

伊方発電所１号機の例

中越沖地震と同様の地震を想定した安全性の確認

　　　柏崎１,４号機原子炉建屋NS,EW方向包絡応答ｽﾍﾟｸﾄﾙ
　　　伊方１号機原子炉建屋NS方向応答ｽﾍﾟｸﾄﾙ
　　　伊方１号機原子炉建屋EW方向応答ｽﾍﾟｸﾄﾙ
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原子力安全・保安院

⑦原子炉建屋
⑧原子炉建屋

①原子炉圧力容器

②炉心支持構造物

③主蒸気系配管

④余熱除去ポンプ

⑤余熱除去系配管

⑥原子炉格納容器

⑦原子炉建屋

⑧制御棒（挿入性）

①原子炉容器

②蒸気発生器

③炉内構造物

④一次冷却材管

⑤余熱除去ポンプ

⑥余熱除去配管

⑦原子炉格納容器

⑧原子炉建屋

⑨制御棒（挿入性）

①原子炉圧力容器

②炉心支持構造物

⑤余熱除去系配管
④余熱除去ポンプ

③主蒸気系配管

⑥原子炉格納容器

⑧制御棒（挿入性）

⑦原子炉格納容器

②蒸気発生器

⑨制御棒（挿入性）

③炉内構造物

④一次冷却材管

⑥余熱除去配管

①原子炉容器

⑤余熱除去ポンプ

【補足】 評価対象設備（安全上重要な設備）
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原子力安全・保安院

○ 専門家の審議による厳正な確認

○原子力安全基盤機構（ＪＮＥＳ）に

よる安全解析（クロスチェック）

○ 今回の地震から得られる知見を整

理し、柏崎刈羽原子力発電所以外

の原子力発電所に反映すべき事

項を検討

○必要に応じ、海上音波探査の実施

○保安院による確認結果を原子力安

全委員会へ報告

事業者の対応

○新耐震指針に基づくバックチェックを

実施
・新潟県中越沖地震を踏まえた詳細な

地質調査と新たな基準地震動の策定
・建屋・機器等の安全性評価
・耐震安全性向上対策

○平成１９年度末に、各発電所１プラント
について安全性の評価を実施し、中
間報告書を提出

○平成２０年度から平成２１年度までに
最終報告書を提出
浜岡３，４号機、六ヶ所再処理施設、
高速増殖原型炉もんじゅについては
最終報告書を提出済み

保安院の対応

新耐震指針に基づく確実かつ迅速なバックチェックの実施
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原子力安全・保安院

バックチェックに反映すべき事項の中間とりまとめ

① 地震・地震動の評価

・ 「ひずみ集中帯」のような構造体に係わる地震を考慮
・ 地下構造探査データに基づき適切な地下構造モデルを設定
・ 孤立した短い活断層については少なくともＭ６．８相当の地震規模を想定

など
② 地質・地質構造の評価
・ 化石、テフラ、海水準変動などの指標に基づき海域の地層の年代を適切に評価
・ 褶曲構造の評価に当たっては断層関連褶曲の考え方を適用して地下の断層を推定
・ 活断層及び活構造の評価に当たっては、断層及び褶曲が地表でしばしば断続、屈
曲、ステップ又は分岐することに留意し、それらの連続性を考慮

など

③ 解放基盤表面が深い場合、地質構造、増幅特性に留意して適切に応答解析を実施

○平成２０年３月のバックチェックの中間報告に中越沖地震の知見を反映させるため、活断層の評
価を含め、昨年末の時点において反映すべき知見を中間的に取りまとめ、平成１９年１２月２７日
に事業者に周知。

○今後、中越沖地震における観測記録の分析や施設の健全性評価等により、バックチェックに反映
すべき知見が得られた場合には、事業者に周知するとともに、その時点で既に最終報告書が提
出されている施設については、審議に反映していく。

耐震バックチェックに反映すべき主な事項
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原子力安全・保安院

事業者が実施したバックチェック結果については、耐震・構造設計小委員会、各ワーキ
ンググループ及びサブグループにおいて、関連する分野の専門家（約４０人）の審議に
より厳正に確認。

バックチェック結果の審議体制

耐震・構造設計小委員会 ☆確認結果のとりまとめ耐震・構造設計小委員会耐震・構造設計小委員会 ☆確認結果のとりまとめ

地質・地盤WG
☆断層評価や地盤の安定性
評価の詳細について審議

地質・地盤地質・地盤WGWG
☆断層評価や地盤の安定性
評価の詳細について審議

地震・津波WG
☆地震・地震動評価や津波
評価の詳細について審議

地震・津波地震・津波WGWG
☆地震・地震動評価や津波
評価の詳細について審議

構造WG
☆施設の安全性評価の

詳細について審議

構造構造WGWG
☆施設の安全性評価の

詳細について審議

合同WG
☆地震・津波、地質・地盤に関連する審議事項を総括的に審議

合同合同WGWG
☆地震・津波、地質・地盤に関連する審議事項を総括的に審議

安全解析（クロスチェック）
（独）原子力安全基盤機構

安全解析（クロスチェック）
（独）原子力安全基盤機構

報告

Ａサブグループ＊ＡサブグループＡサブグループ＊＊

ＢサブグループＢサブグループＢサブグループ

ＣサブグループＣサブグループＣサブグループ

Ａサブグループ＊ＡサブグループＡサブグループ＊＊

ＢサブグループＢサブグループＢサブグループ

ＣサブグループＣサブグループＣサブグループ

＊ 伊方発電所の担当グループ
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原子力安全・保安院

バックチェック中間報告等に係るサブグループの検討

○合同ＷＧ Ａサブグループ第１回（平成２０年４月１４日）において審議
○地質、地盤、地震及び地震動に関する審議上のポイントを抽出
なお、施設の評価に関するものは、構造ＷＧ Aサブグループにおいて検討予定

① 地質・地質構造
・ 敷地前面海域の断層群（中央構造線断層帯）の活動性及びセグメント区分
② 基準地震動Ss
・ ①の活断層による地震の地震動評価（震源のモデル化を含む解析手法、パラメータ
の設定や不確かさの考慮について）
・ 海洋プレート内地震の想定と地震動評価（震源のモデル化を含む解析手法、パラ
メータの設定や不確かさの考慮について）
・ 基準地震動Ssの策定結果

○平成２０年３月にバックチェックの中間報告等がなされたが、これらの妥当性の確認に
当たり、その対象施設（合計１８サイト）が多数にのぼることから、検討を円滑に進め
るため、合同ＷＧ及び構造ＷＧにサブグループを設置。

○検討に当たっては、中間報告等の内容について耐震安全評価に重要となるポイントを
抽出し、これについて集中的な検討を行い、半年程度を目途に評価結果を取りまとめ、
上位のＷＧに報告する。

伊方発電所のバックチェック中間報告に係る審議上のポイント
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原子力安全・保安院

原子力安全・保安院による伊方発電所前面海域の海上音波探査

保安院探査予定測線

凡例

42km

46km

敷地前面海域の断層群
（3号炉設置許可時）
敷地前面海域の断層群
（今回評価）

保安院探査予定測線

凡例

42km

46km

敷地前面海域の断層群
（3号炉設置許可時）
敷地前面海域の断層群
（今回評価）

活断層分布と探査予定測線

○耐震安全性について厳格に検討を行うため、事業者による調査結果をチェックする

観点から、必要に応じ保安院として海上音波探査を実施。

○伊方発電所沖においても、前面海域に存在する断層構造形態の把握等のため

海上音波探査を実施する。
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保安院探査予定測線

凡例

既往探査測線

（四国電力、四国総研、
産総研、国土地理院、
大学研究グループ）

保安院探査予定測線

凡例

既往探査測線

（四国電力、四国総研、
産総研、国土地理院、
大学研究グループ）

既往探査測線との比較

原子力安全・保安院による伊方発電所前面海域の海上音波探査
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平成１９年１２月２０日、耐震安全性評価特別委員会を新
たに設置

【調査審議内容】

○既設原子力施設の耐震安全性の確認等について

○新潟県中越沖地震により東京電力柏崎刈羽原子力発電
所の施設が受けた影響についての詳細な確認及びその
健全性の評価について

保安院の審議
会とは異なるメ
ンバーで審議

○「原子力発電所の地質、地盤に関する安全審査の手引き」の改訂に向けた検
討について

新潟県中越沖地震を踏まえた原子力安全委員会の対応

新潟県中越沖地震を踏まえ、耐震安全性について調査審議体制を強化
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まとめ

○四国電力㈱から提出された中間報告（地質調査とこれ
に基づく基準地震動の策定と３号機の主要設備を対
象とした安全性評価）や、今後提出される最終報告（１
～３号機）の結果の妥当性について、当院が自ら実施
する調査結果も踏まえ、厳正に確認してまいります。

○また、中越沖地震により得られた知見又は今後得られ
る知見のうち、伊方発電所においても反映すべき事項
については、四国電力㈱に周知するとともに、適切に
反映されていることを厳正に確認してまいります。


